
H29-No.216

平成29年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

216 スポーツ関連産業振興戦略推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（６）－ア

沖縄のソフトパワーを活用
した新事業・新産業の創出

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（４）

事業内容
　スポーツ関連産業の創出を図るため、本県のスポーツ資源や優位性を活かした新たな価値を創造するモデル事業を実施するとと
もに、スポーツ関連産業振興戦略を推進する。

効果発現年度  　 ■当年度　　　　　　□後年度　（　　　年度）

　文化観光スポーツ部スポーツ振興課
事業実施

（予定）年度
平成 27 ～ 29

(a)当初予算額 80,234 0 71,815 0 53,862

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

(b)予算現額 80,234

Ｂ．執行済額 57,720 0 66,468 0 49,810

0 71,815 0 53,862

Ａ．計(b+d) 80,234 0 71,815 0 53,862

(d)前年度繰越額 － － － － －

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0 0

うち交付金充当額 46,176 0 53,175 0 39,848

７件

達
成
状
況
説
明

・スポーツ関連ビジネスの事業化支援数について、目標値を達成している。

執行率（％）(B/A) 71.9% #DIV/0! 92.6% #DIV/0! 92.5%

－

実　績 -

進
捗
状
況
説
明

・平成26年度３件、平成27年度４件、平成28年度８件、平成29年度（新規４件、定着３件）のモデル事業が実施され、平成27
年度～平成29年度の目標値（累計12件）を達成できた。

予算の状況の説明 ・執行率は92.5%であり、主に補助金の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

県内企業等によるスポーツ関連ビジネス事
業支援を４件実施し、効果検証も行なって新
たな産業創出を図る。

目　標 ３件 ３件 ４件 ４件

実　績 ３件 ４件 ８件

４件 ８件 ７件 －成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標） 基準値 27年度 28年度 29年度
目標値

（－年度）

新たな産業創出件数

目　標 - ４件 ４件 ４件



H29-No.216

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・沖縄県はスポーツをビジネスとして捉え、その集積を図って産業として
発展させていくことを目指しているが、近年のスポーツの日常生活への
浸透やスポーツツーリズム、スポーツコンベンションの興隆に伴いビジネ
スとしての価値が高まっている。

・スポーツビジネスを産業として発展させていくため、支援するモデル
事業の自走化率を高めるため、事業内容だけでなく、組織や運営面
への企業へのアドバイスを行っていく。

今後の取り組み方針

・今後は沖縄の地域性や優位性を踏まえ、H31年度以降の新たなスポーツビジネス振興に向けた戦略を構築し、選択と集中による有望なモデル事
業の支援、モデル事業者へのきめ細かいアドバイス(ハンズオン）をより強化するとともに、スポーツマネジメントの人材を育成していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

27,637

○委託事業者は公募型プロポーザル方式により企
業組織、実績、知識等を勘案した上で選定しており、
妥当であったと考えている。

○受益者との負担関係は新規、定着の枠に応じて、
約2/3、1/2となっており妥当である。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

77,447 49,810 39,848 9,962 0 0

沖縄県

交付対象
事業費

49,810千円

委託料
14,600千円

ナチュラルエナジー
（株）

4,775千円

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル
ティング(株)・（株）宣伝・（株）海
邦総研共同企業体

14,600千円

スポーツイ関連産業のモデ
ル選定及び支援にかかる委
託業務

琉球ﾌｯﾄﾎﾞｰﾙ（株）

6,545千円

（一社）アスリート工房
3,733千円

アバレフット（株）
4,980千円

（株）佐喜眞義肢
4,999千円

（株）よしもとｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ
4,924千円

大髙商事株式会社

4,997千円

スポーツ関連産業振
興推進モデル事業
に係る補助

スポーツ関連産業振
興推進モデル事業
に係る補助

旅費 257千円

スポーツ関連産業振
興推進モデル事業
に係る補助

スポーツ関連産業振
興推進モデル事業
に係る補助

スポーツ関連産業振
興推進モデル事業
に係る補助

スポーツ関連産業振
興推進モデル事業
に係る補助

スポーツ関連産業振
興推進モデル事業
に係る補助

事業者負担分
（交付対象外経費）

3,273千円

事業者負担分
（交付対象外経費）

5,388千円

事業者負担分
（交付対象外経費）

4,981千円

事業者負担分
（交付対象外経費）

4,775千円

事業者負担分
（交付対象外経費）

2,463千円

事業者負担分
（交付対象外経費）

3,733千円

事業者負担分
（交付対象外経費）

3,024千円

補助金
34,953千円



H29-No.163

平成29年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

163 金融人づくりチャレンジ事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（６）－エ
第５章－５－（５）－ウ

・金融関連産業の集積促進
・新産業の創出やグローバル化を担う
人材の育成

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（５）

事業内容 　金融ビジネスの更なる集積や高度化・多様化を促進するため、人材育成や啓蒙啓発、金融リテラシーの向上を図る。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

　商工労働部情報産業振興課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 29

(a)当初予算額 27,779 0 26,037 0 20,544

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

(b)予算現額 27,779 0 26,037 0 20,544

Ａ．計(b+d) 27,779 0 26,037 0 20,544

(d)前年度繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 17,884 0 18,846 0 15,379

Ｂ．執行済額 22,355 0 23,558 0 19,223

執行率（％）(B/A) 80.5% #DIV/0! 90.5% #DIV/0! 93.6%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0 0

予算の状況の説明 ・概ね当初計画どおり事業を実施しており、執行率は93.6％となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）
達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

学生・求職者向け金融講座の開催
目　標 70回 70回 50回 50回

実　績 84回 77回 65回 47回

2回

達
成
状
況
説
明

・学生や求職者向けに、金融関連企業への就業を促すための資格取得講座等を実施し、実績は47回で目標の50回を下
回ったが、達成率は94％であり概ね目標を達成している。

・一般向け（就業者）に、ロジカルシンキング講座等ビジネススキルを高める講座を実施し、目標回数を達成した。

一般向け人材育成講座の開催
目　標 4回 4回 3回 2回

実　績 5回 4回 2回

実　績 - 55% 57% 6% -

目　標

金融関連資格試験合格率
目　標 - 55% 55% 55%

進
捗
状
況
説
明

・金融関連資格取得講座受講者の資格試験合格率目標55％に対して、証券外務員Ⅱ種資格取得講座では、受験者5人に
対して合格者1人、ファイナンシャルプランナー2級資格取得講座では受験者12人に対して合格者無しであり、合格率は6％
にとどまった。

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（○○年度）

-



H29-No.163

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①本事業におけるセミナー等受講者の、経金特区内企業への就業実績
が伸び悩んでいるため、資格講座の見直しを含めた検討を要している。

②キャッシュレス、フィンテックや仮想通貨等の金融とITを結びつけた新
たな産業や事業が世界的規模で急速に広がっており、これらに対応でき
るスキルを持った人材の育成・確保が課題となっている。

①経済金融活性化特別地区に立地する金融関連産業や情報通信関
連産業への就業を促進する。

②今後も市場規模の拡大が期待される金融及び情報通信関連産業
や経金特区企業の魅力を伝える。

今後の取り組み方針

①経済金融活性化特別地区内の金融関連産業や情報通信関連産業への就業を促進するため、大学生等と特区内金融関連企業とのマッチング会
を実施する。

②資格講座の内容についての検討、また、講座やセミナーにおいては、経金特区内企業の魅力を伝える講座を追加する等の工夫を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

19,223 19,223 15,379 3,844 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は公募型プロポーザル方式により体
制、実績、事業計画等を勘案した上で選定しており、
妥当である。

○予算は事業内容に見合った規模であり、適正であ
る。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について、支出等に関する書類に
より額の確定時に確認したところ、適正である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

19，223千円

委託料
19，219千円

金融人づくりチャレンジ事業

コンソーシアム

19，219千円

報償費
事務費
4千円

金融人材の育成に関する委託業務

特定非営利活動法人知の風
特定非営利活動法人NDA

特定非営利活動法人金融知力普及協会



H29-No.164

平成29年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

164 金融関連産業集積推進事業 沖縄２１世紀ビジョ
ン

基本計画該当箇所

第３章－３－（６）－エ

金融関連産業の集積促進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（５）

事業内容
　経済金融活性化特区に金融関連産業等を集積させるため、独自性・優位性のある金融ビジネス環境の構築に向けて取り組むべ
き事項を整理する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

　商工労働部情報産業振興課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 29

(a)当初予算額 45,684 0 49,700 0 24,579

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

(b)予算現額 45,684 0 49,700 0 24,579

Ａ．計(b+d) 45,684 0 49,700 0 24,579

(d)前年度繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 35,226 0 38,942 0 19,383

Ｂ．執行済額 44,033 0 48,678 0 24,228

執行率（％）(B/A) 96.4% #DIV/0! 97.9% #DIV/0! 98.6%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0 0

予算の状況の説明 ・概ね当初計画どおり事業を実施しており、執行率は98.6％となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H29活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

経済金融活性化特区への金融関連企業の
集積や同特区内での金融ビジネスの活性化
につながる施策の検討

目　標 調査・会議の実施 調査・会議の実施 調査・会議の実施 調査・会議の実施

実　績 調査・会議の実施 調査・会議の実施 調査・会議の実施 調査・会議の実施

達
成
状
況
説
明

・県内企業体を運営主体として、多様な決済手段の受入を可能とする資金決済代行サービス会社の設立可能性調査を実施
した。

目　標

実　績

実　績 - 構想の推進 構想の推進
調査報告書の作

成１件 -

独自性・優位性のある新たな金融ビジネスの
検討、報告書の作成

目　標 - 構想の推進 構想の推進
新たな金融ビジネス
に関する調査報告書

の作成

進
捗
状
況
説
明

・県内の金融機関等と、具体的な資金決済代行サービス会社の設立可能性調査を実施し、システムの構築費用や事業の
収益性などの大枠を整理した。なお、今後の展開方針として、経済金融活性化特区への金融関連企業等の集積を目標とし
ており、29年度中に新たに１社が同特区内へ立地したことから、29年度末の金融関連企業等の集積は15社となっている。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H29成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（○○年度）

-



H29-No.164

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・県内入域観光客数は過去最高となり、特に外国人観光客の増加が顕
著であることから、キャッシュレス決済分野における金融ビジネスの創出
が期待できる。

・金融ビジネスの活性化に向けて、県内金融事業者や沖縄に興味を
持っているグローバルな金融ビジネスを展開する事業者等と、金融産
業の集積を促す効果的かつ実現可能性のある新たなスキーム等に
ついて検討する。

今後の取り組み方針

・県内の金融機関等と連携を図り、県内をはじめとした金融関連産業の市場ニーズやトレンドを把握し、金融特区を拠点に展開される新たな金融ビ
ジネスの検討を行っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

24,228 24,228 15,506 8,722 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○補助事業者は公募型プロポーザル方式により体
制、実績、事業計画等を勘案した上で選定しており、
妥当である。

○予算は事業内容に見合った規模であり、適正であ
る。

○費目、使途について、事業目的達成の観点から、
支出等に関する書類により確認したところ、適正であ
る。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

委託料
23，994千円

BMP・OJAD・PMC企業共同体
23，994千円

※構成企業
①ブルームーンパートナーズ株式会社
②株式会社 OKINAWA J-Adviser
③株式会社 パブリック・マネジメント・ コンサルティング

沖縄県

交付対象
事業費

24，228千円

金融新ビジネス検討事業に係る
委託業務


